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1．はじめに
　保育所はいま，94年1月の厚生省「保育問題検討会」
の最終報告書をもとに制度改革問題で大きく揺れ動い
ている｛1）。そうした中で，周知のように，少子・高齢化
社会の深刻化に対応するかたちで，「子どもを健やかに
生み育てる環境づくり」を目的とする「エソゼルプラ
ソ」が95年度から10ケ年計画で実施されることになっ
ている。その内容は住宅，文部，労働政策等々多岐に
わたるが，「就労と子育て」の両立をめざす保育所制度
の整備・拡充策に関しては，3歳未満児保育が現状の
約2倍の80万人，延長保育が同10倍の1万4千か所，
一時的保育事業や地域子育てモデル事業は同20倍と
100倍のそれぞれ7千か所といった極めて意欲的数値
が連立与党福祉プロジェクトから整備目標数値として
示されている〔2㌔同ブラソはそれ以外にも，病後児保育
や放課後児童対策等々に現状の100倍近い数値をあげ
ており，これらが実施された場合，地域における保育
所とそれを利用する者との関係には現状とはかなり異
なったものが生まれるのではないかと期待されるもの
である。
　その意義にはたんに量的なものだけではなく，質的
にも，保育行政が「働く女性」の子育てだけでなく，
地域の「一般家庭」の子育てを積極的に支援しようと
するものがあり，「エソゼルブラソ」は文字通り戦後保
育行政の大きな転換点となるものと予測されるもので
ある。
　本小稿は，「エソゼルブラソ」の実施を目前として，
制度「改革」論議や統廃合問題等でゆれうごく保育所
の現状を正しく理解するために，近年における全国お
よび新潟県の保育所をとりまく政策動向や運営実態，
入所措置状況や改廃動向等々について，その実態およ
び市町村の対応上の問題点について整理・検証してお
こうとするものである。そのことにより，「エソゼルブ
ラソ」に対応した，今後の地域保育行政や保育所の在
り方，整備目標等々を現実にふまえ具体的に考察する
一助としようとするものである。
2．保育政策の動向
一「量的過剰」から「質的不足」対策への転換一
　高齢化社会との関連において，“少子”時代が保育関
係者以外の一般の人々にまで強く意識されはじめたの
はきわめて最近のことである。一般の多くの人々に
とって，それはせいぜいで合計特殊出生率が1．57にな
り，戦後最低になったことがマスコミに大きく報道さ
れた90年（平成2年）春以降のことであろう。
　国による保育政策はそれ以後大きく転換するが，そ
れ以前においては，むしろ表（1）に見るように保育政策
の動向は，81年の第2次臨時行政調査会が打ち出した
保育所の新設抑制，統廃合の推進，保護者の費用負担
の強化を基本理念に，「民間活力の導入」や「地方自治
体の負担強化」の方針が，86年の措置費の国庫負担率
の削減や87年の保育所事務の団体事務化や施設最低規
準の簡素化等々の政策を通して実現されて行く過程で
あった。
　しかし，89年3月の福祉関係三審議会合同企画分科
会の「今後の社会福祉のあり方について」の意見具申
生活科学科生活福祉専攻
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が，福祉制度における入所措置制度の基本的わくぐみ
の維持・重要性を主張した頃から，買う福祉＝福祉の
企業化論の方向には一定の歯止めがかかり，福祉改革
の方向は微妙に変化する｛3，。さらに，90年春01．57
シ9ックを契機に，一般家庭の子育てをも対象とした
「これからの家庭と子育て援助に関する懇談会報告
磐」「健やかに子供を生み育てる環境づくり」等々の報
告書が相次ぎ答申され，“出生率”対策を意識した「保
育」対策が児童福祉政策の前面にあらわれてきたので
ある。
　上記の政策転換のコソセブトは；保育所利用者の一
般的「抑制」から「普遍化」へ，「働く女性の子ども」
だけから「地域のすべての子どもへ」の拡大と概括で
きるものであり，その延長に「エソゼルプラソ」が出
てきたことは論理的必然でもあろう。90年は高齢者を
対象とした高齢者保健福祉推進10か年戦略＝「ゴール
ドブラソ」が開始された年度であるが，その年度が同
時に強く“少子”時代を意識せざるを得ない年となっ
たのである。同年にはまた，少子時代の子どもの主体
的な生きる力＝生活力の回復・形成を目的とした新「保
育所保育指針」が実施されており，過去10年間のわが
．国の保育所政策の流れを振り返った時に大きな転換点
となる年度となったのである。
　表（1）に見るような政策動向は，当然のことながら保
育現揚に大きな影響を与えた。たとえば新潟県を例に
とるならば，保母会等が毎年全県的規模で開催してい
る保育事業研究大会の85年大会では，その第2分科会
で「管理運営・定員割対策・保育所長，保母の資格と
養成ならびに研修のあり方」として「定員割れ」問題
がはじめて取り上げられ，翌86年，87年もほぼ同様な
分科会設定がなされている。「量的過剰」の解消問題が
当時における現場関係者の共通した強い課題意識で
表（1）最近10年間主な保育政策および報告書等の動向
年
?
85（昭和60）年
86年
87年
88年
89年（平成元年）
90年（平成2年）
91年
92年
93年
94年
??? 項
?
考
措置費の国庫負担率の8／10から7／10へ
　　　同　　　　　　7／10から5／10へ　　　　　　　　　　　　　　（3年間の暫定措置）
保育所事務の団体事務化
施設最低基準の「簡素化」・児童福祉法一部改正
臨時教育審議会「幼稚園・保育所の制度的分離］の確認（民活，地方「行政改革」の進展）
保育指針改定案　中間発表
措置費の国庫負担率　　　5／10で恒久化
「子どもの権利条約」国連で採択
社会福祉関係三審議会企画合同分科会「今後の社会福祉のありかたについて」報告
特別保育科目設定事業，保育所地域活動事業開始
新保育所保育指針実施
これからの家庭と子育てに関する懇談会報告書
一時的保育事業開始
（　この年度合計特殊出生率1．57）
（この年度，福祉関係8法改正）
「健やかに子供を生み育てる環境づくり」にする関係省庁連絡会議
育児休業法，児童手当法の改正
長時間保育サービス，企業委託型保育サービス事業開始　放課後児童対策事業開始
保育所措置費の国庫負担分の一般財源化構想
育児リフレッシa支援事業開始　　　　　　　　　　　　　（　“保母不足”，バプル経済）
これからの保育所懇談会「今後の保育所のありかた」について提言
保育所地域子育てモデル事業開始
子供の未来21ブラソ研究会報告書
厚生省「保育問題検討会」最終報告書
病後児デイサーピスモデル事業　在宅保育サービス廓業　駅型保育モデル事業　開始
「子どもの権利条約」批准
「エソゼルブラン」（子育て支援のための総合計画発表）
（出所）各年度，全国私立保育園連盟編『保育所問題資料集』による
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図（1）当面する市町村の保育行政課題
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　（出所）
推移と保育行政の課題」「日本社会福祉学会42回大会報
告要旨集』231～232頁
鯵覆鵜謹翫藝Tr　　　　母　　並　　整　　育　　 　 　 　 　流
拙稿「地域における保育所入所措置実態の
あったのである⊂4，。
　ところが逆に，90年頃を境に地域保育行政施策の中
心がそれまでの「定員割れ」に対処する“単純抑制策”
（「量的過剰」の解消）から，“ニーズの多様化への対
応策”（「質的不足」の対応）へと大きく転換してくる。
新潟県でも89年の大会以後，「質的不足」への対応を問
題とした「保育ニーズの多様化」問題が独立した分科
会テーマとして採りあげられるようになり，逆に「定
員割れ」問題は表面上は姿を消し今日におよんでいる。
一しかし，少子・定員割れによる経営危機の問題は
解決されたわけではなく，今日でも基調として依然ど
して続いており，特に過疎地域などでは筆者らの調査
でもむしろ全国的にその危機は今日一層深刻化してい
る（5｝。その問題は制度改革問題等の浮上により表面か
らは見えにくくされてきているのである。一
　近年における「量的過剰」から「質的不足」への政
策対応の変化は，行政側の当面する課題意識にも反映
している。図（1）は筆者が6’－7年ごとに認可保育所を
有する新潟県の全市町村を対象に行っている保育所の
入所措置実態調査の一部であるが（6），87年と94年にお
ける市町村保育行政担当者の当面の課題意識が，「量」
から「質」への転換としてきわめてはっきり読み取れ
る。保育所の「統廃合」問題は現在まで継続した課題
となっているが，87年段階での大きな課題であった「余
劉保母」問題はほぼ整理がつき，保育ニーズの多様化
を象徴する「延長保育」や「0歳児保育」が地域を問
わない全県的な大きな行政課題になっている。さらに
新たなニーズとして，市部では87年段階では全くな
かった「働く女性」以外の家庭の子どもをも対象とし
た「一時保育」や「地域交流事業」などが求められる
ようになり，人口減少の著しい地域では保育所と老人
ホーム等との「施設の複合化」問題が地域の切実な保
育行政課題として新たに浮上しているのである。
3．保育所の全国的動向
　（1）量的側面を中心に
　近年における出生児数は120万人前後であり，75年頃
に比ぺて3分の二以下水準にまで急低下していること
は良く知られている通りである。
　こうした少子化傾向を受け，この10年間における全
国の保育所数，同定員数，同在籍児数，定員充足率等々
は表（2）のように一貫して減少傾向にある。
　表に見るように，85年から93年への推移では，保育
所数が22，899園から22，585園と314園，在籍児童数では
1，770，466人から1604，824人と約17万人もの減少をみ
ている。
　しかしながらそれでもこの間における出生児数の減
少割合（約16％）に対しては，保育所数，同在籍児童
数の落ち込みはかなり低く，（ちなみにそれぞれ1．4％，
9．3％），女性の積極的な社会進出にともなう新たな低
年齢児童の保育需要の増大がその落ち込みをカバーし
たことを示唆している。
　施設数があまり変わらず在籍児童数が減ったのであ
るから，当然の結果，表（2）にみるように1園あたりの
在籍児童数も着実に減少し，定員規模も小型化した。
こゐ経過こそが近年の地域における保育所のいわゆる
「定員割れ」と統廃合の拡大過程であったことはここ
で述べるまでもなかろう。
　しかしながら，保育所数や在籍児童数の減少には後
表（2）保育所数等推移
年度 施設数@ 定員A 在籍児童数@　　③
定員充
ｫ率B／②
一園あた
閧ﾌ人数
B／①
85
　　　　か所
Q2，899
　　　　　　　　人
Q，081，126
　　　　　　　　人
k770，466
　　　％
W5．1
　　　人
V7．3
86 22，8772，050，4621，737，85684．8 75．9
87 22，8352，026，7281，709，82684．4 74．9
88 22，7812，009，4191，684，95883．9 73．9
89 22，7471，992，9751，662，42483．4 73．1
90 22，7051，979，124L637，06982．7 72．1
91 22，6751，969，4511，622，32382．4 71．5
92 22，6371，958，7961，618，65782．6 71．5
93 22，5851，946，4981，604，82482．4 7L1
（出所）厚生省報告例：各年4月1日現在。
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表（3）全国の保育所の改廃動向86（昭和61）年度
　地域
謨ｪ 市　　都 町村都 合　　　計???
　42園
i公28，私14）
　37園
i公31，私6）
79園????
???
35園 10園 45園
???
836園 589園 1，425園
??????
???
198殴 159園 357園
　（崖所）日本保育＄会編「全国保育所名簿」（昭61年
4月1日，62年4月1日）より作成
掲する表（4）に見るように，地域差がかなり大きく一概
には論じられない部分があることも重要である。
　一例をあげよう。表（3）は「量的過剰」が問題とされ
ていた86年度中の全国の保育所の動向である。厚生省
のr報告例』の統計数値上は，42懸の保育所が減少し，
23，734人の定員が削減されたとしか分からない年度で
あったが，その内訳を実際に調ぺてみると，79園の廃
園と45園の新設園があり，定員変更にも削減が1，425
園，増加が357園の動向がある。「量的過剰」が最も問
題となっていた時期なので改廃動向にはかなり急なも
のがあるが，それでもその内訳はかなり複雑であり，
けっして思うような単純な縮小過程ではないのであ
る。
　こうした保育所の動向は近年における「質的不足」
への対応が求められる段階になるとさらに複雑となっ
てくる。
　表（4）は，87年から92年までの5年間の全国の保育所
の改廃状況を，当該年度の『全国保育所名簿iの対照
から明らかにしたものであるσ｝。この間，r厚生省報告
例』では保育所数は全体として22，835園から22，637園
へと198園が減少し，全体として減少傾向にあることは
変わらないが，表（3）に示された時期に比較すると，改
廃動向はさらに単純に「縮小」一辺倒傾向とはまとめ
られない複雑な内容になっている。
　表からは，この間，政令指定都市においては新設が
16園，廃園が14園とむしろ新設園の方が多いことなど，
地域による新設，廃圏および定員増減の比率を比較す
表（4）地域別の保育所の改廃動向（87～92年）
統廃合 定員変更・ 廃園及び定 定員充足率 在籍率
全保育所数 新設　　廃園 増員　　減員 員縮小割合 （利用率）
北海道 698 10　　　16 11　　　8915．0％ 73．9％ 16．2％
東　　北 1，818 24　　　32 51　　30918．8 81．4 20．3
関　　東 4，372 35　　　77 129　　62616．1 81．6 16．5
北　　陸 1，870 25　　　45 169　　66838．1 85．6 38．6
（新潟県） （770） （14）　（24） （42）　（243） （34．6） （82．4） （35．0）
中　　部 3，276 19　　　55 417　　82126．7 81．5 27．8
関　　西 2，316 37　　　46 163　　29114．6 81．0 21．7
中　　国 1，721 14　　　42 94　　29519．6 8L4 28．4
四　　国 1，141 5　　　26 70　　26825．8 79．0 31．3
九　　州 3，306 25　　　57 141　　39713．7 86．3 25．5
小　　計 20，518 195　　3961，245　3，76420．3 81．3 25．1
政令指定
12都市計 2，119 16　　　14 130　　22011．0 86．5 16．7
総　　計 22，637 211　　4101β75　3，98419．4 82．4 212
　備考　新潟県は保育所が多い地域特性を考えて北陸地域に算入（保育所数は92年4月i日．
参考の在籍率，定員充足率は93年4月1日）
　（出所）日本児童福祉協会他編「全国保育所名簿」88，93年刊から作成
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　　　　図（2）保育所の開所時間推移
　　　　　　0　　　20　　　40　　　60　　　80　100％
　　　　　　9誌謎未満　9・－10　　10∩r1111時悶髪コL上
　　　　凡例耳、
　　　　85年　　15．5　256　　　　47．8　　　！01
　　　　87年　　21　24．1　　　　　53●O　　　　　O8
　　　　88年　　130　21．7　　　　　52　3　　　　130
　　　　89年　　2121．0　　　　53．0　　　　138
　　　　90年　　1120．5　　　　53．8　　　　145
　　　　91年　　02199　　　　542　　　　157
　　　　92年　　9219．3　　　　55．2　　　　163
（出所）厚生省「社会福祉施設調査報告」より作成
　　　　　　　各年10月1日
るとその格差は極めて大きいことが分かる。新潟県に
ついては次節で検討するところであるが，在籍率や定
員充足率との関連を含め，各地域の保育所の改廃がど
のような背景の下でおこなわれたのかが問題とされな
ければならないであろう（8）。
　新潟県を含むいわゆる「全村保育所」型の市町村の
多い北陸地域の，「廃園または定員削減」を行った保育
所の比率が38．1％と群を抜いて高いことは，在籍率も
高いだけに深刻なものがある結果である。
（2）　質的側面を中心に
　近年における保育所動向は質的にも大きな変化をも
たらしている。その変化の側面は2点にまとめられる。
その第一は，保育所側からの問題であり，保育所の運
営形態（開所時間，対象の変化）等々にかかわる部分
である。図（2）は保育所の開所時間の推移であり，図（3）
は利用児童の年齢別割合の推移である。
図（3）利用児童年齢別割合推移
　　　0　　　　　　　　　50　　　　　　　　100％
　　〇歳児　　1・2歳児
　　　　　　3賎児　4歳以上児凡例
　　1680年
　　2．1
85年
　　’z288年
　　2。389年
　　2490年
　　2．691年
　　2792年
　　2。993年
17．3　23．2　　　　　57　9
189　23．1　　　　559
19．0　23．5　　　　　55．1
19．2　23り2　　　　　55．3
19．9　23．4　　　　54．3
20．7　23．6　　　　53．1
21　3　　23．9　　　　52．1
22　0　23　5　　　　51．6
（出所）　図2と同じ
地域や公私の格差はあるものの，全体として90年頃
を境に低年齢化，長時間化の傾向が一段と強まってき
ていることが分かる。0歳児を中心に保育所における
未満児保育の割合がたかまる傾向は，「エソゼルブラ
ソ」における緊急5ケ年整備計画が0歳児を中心にし
た未満児保育対策であることからも今後も確実であろ
う。そのことが先の図（1）にみられるように，地域（市
町村）行政担当者をして当面する最も重要な課題と認
識される背景になるものである。
　第二の側面は利用者自身の質的変化である。その内
容にはさらに2つの側面がある。その一つの側面は表
（5）に見るように，89年からの「保育所地域活動事業」
や90年からの「一時的保育事業」等々，利用対象の一
般化（普遍化）をはかる特別保育事業の進展，拡大に
表れている。先の表（1）の政策動向の変化に対応するか
たちで，利用児童が狭義の「保育に欠ける」児童だけ
ではなく，地域の児童全体に開かれてきているのであ
表（5）特別保育事業の実施状況推移　　（各年度4月1日）
制　度　名　称 開設年度 実施数の推移状況（年度）
88 89 90 91 92 93
乳　児　保　育
瘧Q児保育п@長　保　育
驕@間　保　育
ﾛ育所地域活動事業
齊椏I保育ﾛ育所地域q育てモデル事業
69年
V4年
W1年
W1年
W9年
X0年
X3年
3，739
R，269
S87
@27
@：
@一
4，340
R，415
V46
@30
V，376
@一
@一
5，001
R，564
W19
@33
X，102
@95
@一
5，662
R，688
@952
@36
PLO54
@209
@一
6，323
R，758
P，146
@37
P2，573
@274
@一
6，984
S，038
P，305
@36
P4，607
@340
@64
（出所）　各年度版r保育所問題資料集』による。93年は予定数
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表（6）、夜間保育所の利用者の職業一覧
児童番号
?????????????????????????m
父 母
（94．4　．1）
調理士
服装店
会社員
宅急便
飲食店串焼き
飲食店すしや
サービス
会社員
デパート
国家公務員
会社員
デパート
会社員
飲食店すしや
飲食屋串焼き
会社員
飲食店焼き鳥
新聞記者
飲食店豚かつ
医者
銀行
新聞記者
新聞記者
養護施設
建設会社
美容院
会社員
会社員
美容院
会社員
同左
同左
会社員
服飾
ピル管理
プnグラマー
フリー編集者
塾経営
保母
ピル管理
デパート
同左
同左
会社員
同左
弁護士
出版社社員
会社員
同左
コソピューター
同左
同左
母子寮
夜間学生
（出所）　『保育白書』94年度版50～51頁
る。
　質的側面の他の面の変化は，保育ニーズρさらなる
深化であり，利用者層のそれにともなう変化である。
それは保育所が昼間8時間の労働を常態とする家庭
（母親）の子どもだけを対象にしていた時代から一歩
を踏みだし，多様な労働形態，家族形態に対応する側
面を強めてきていると総括できる側面である。その一
例として都内の認可のS夜間保育所を利用する29人の
保護老の職業一覧を表（6）に示しておきたい。
　表（6）の利用者からは従前の「ベピーホテル」，そし
てそれに続く80年代当初の夜間保育利用老にみられる
?
翻
翫8
馨18
　10
図（4）保育所入所措置率推移
100％’
97％以上
95％以上
（出所）　図（1）と同じ
90％以上
90％未満
不明
「母子家庭」そしていわゆる「水商売」というイメー
ジはかなり薄められてきていることに気づかされる。
もはや夜間保育の利用者がけっして“特別な人（家庭）”
ではないのである｛9｝。こうした利用者層の変化＝ニー
ズの深化は，表面上は現時点ではかなり大きな都市に
限られているが，女性の就労形態の多様化，離婚の増
大に伴う単親家庭の増大傾向を考え合わせるならば今
後はさらに一般化するものと予測されるのである。
4．新潟県における保育所動向とその対応にみる問題
点
（1）保育所の動向
　新潟県における保育所動向およびその原因について
は，筆者はすでに別のところで検討している。｛ie）筆者
のそこでの強い関心は，保育（福祉）ニーズの普遍性
と地域性の関連についての検証であり，地域における
保育所の独自の役割について考えることであった。こ
こではそれらの論稿にふまえながら，前節との関連で
近年の新潟県下の市町村の保育所動向とその対応にみ
る市町村の若干の問題点をまとめておきたい。今日で
も保育所の「量的過剃」の問題が現場においては解決
　　表（7）新潟県の保育所入所児童数等推移
82年　　　87年　　　94年
学齢前児童数 208，585　　　184，066　　　144，982
要保育児童数 95，503　　　　80，360　　　　63，584
保育所数 772　　　　　　　783　　　　　　　770
へき地保育所数 184　　　　　　　153　　　　　　　120
保育所定員 72，130　　　　67，730　　　　61，990
在籍児童数 64，628　　　　57，657　　　　51，071
定員充足率 89．6％　　　　85．1％　　　　82．4％
（出所）各年度r新潟県保育所名簿』および民生部調
ぺ
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表（8）新潟県の保育所の改廃動向（87年～92年）
統　　廃　　合 定員変更地域区分 総保育所数 新　　　設 廃　　　園 増　　　員 減　　　員
市都（20市）
Q部（89町村）
413（公265私148）
R57（公302私55）
（公6私3）
W（公5私1）
9（公6私3）
P5（公15私0）
26（公18私8）
P6（公15私1）
140（公91私49）
P03（公103私0）
総計（109市町村） 770（公567私203）14（公10私4）24（公21私3）42（公33私9） 243（公194私49）
（出所）　表（4）と同じ
されていないことはすでに述ぺた。先の表（4）の全国動
向でも，新潟県を含む北陸地域のその再編成過程が特
に急であることは見たとおりである。図（4）は先にも引
用した筆者の保育所入所措置実態調査結果の比較であ
るが，82年段階で希望者全員入所が50％であったもの
が，94年段階では全市町村の90％にも達していること
が分かる。一実際には筆者の知る限り今日では新潟
県内の各市町村では1市を除いては事実上希望者
100％入所が実現している。少なくとも入所段階におい
ては，地域の実情は厚生省の指摘する「利用しにくい
保育所」の実態は見えないのである。（　1　1）一．．一一
　先に掲げた表（4）の地域別の保育所の改廃動向の期
間中における新潟県の保育児童数や改廃状況の概況は
表（7）及び表（8）のようなものである。保育所数はあま
り変わりないが在籍児数が20％近く急減している。
　定員の変更では増減の割合が全国平均では先の表
（4）で分かるようにほぼ1対3であるが，新潟県では表
（8）のように1対6の割合で減員が多くなっている。ま
た，公立保育所を中心に，廃園および定員縮小をおこ
なった園の合計数が267（34．6％）もある。新設の場合
も統合等による移転の結果が多いことは関係者では周
知の通りである。（さらにこれらに加えて，この間にへ
き地保育所が184園（82年），／53園（87年），120園（94年）
へと激減していることが新潟県の特殊事情としてあげ
られる。‘・2）（保育所の崩壊は過疎地で急激であり現在
も進行中である）。廃園，定員削減のいつれの場合も公
立園の場合が多くなっているのは全国傾向と同様であ
る。
　（2）改廃の地域動向とその対応にみる問題点
　一般に保育所の利用率は，就学前乳幼児数および保
育所そのものの整備度合いを基本に，幼稚園や無認可
保育施設の有無，地域の保護者（特に母親）の就労率，
就労動機，祖父母の有無などの世帯構成，地域や家族
の子育て観，保育所の利用しやすさ（保育料，保育時
間，通園時間，特別な保育需要への対応姿勢等々），保
育内容の充実度，育児休業や児童手当て制度等の普及
率，新たな保育需要に対応しようとする行政の姿勢
等々が複雑に組み合わされて決定されるものである。
そのために，地域における保育所の改廃要因を分析す
るのはその分析視角＝基本カテゴリーの設定自体がき
わめてむつかしい。
　保育の権利保障上からは地域に多くの保育所がある
ことが望ましいことは言うまでもないが，保育所数そ
のもの推移についても，設置数それ自体が全く変わら
ない市町村の場合でも，その実態としては各保育所が
極端に「定員割れ」をひきおこし保育内容上の問題を
生じている場合もあり，内容上の慎重な吟味が必要で
ある。
　図（5）学齢前人ロ別市町村の当画の行政課題
??
割ll
合91
　91
　18
　　　　延0統余幼公　地複て無　　　　撚馨選婁鰹黙器
　　Z　5000人以上■1000人以上9e　300人以上　目299人以下
　（出所）　図（1）と同じ，大会配布資料
　その中の一視角にすぎないが，乳幼児人口と保育
ニーズの関連に注目して，先の図（1）の当面する保育行
政課題を学齢前人ロ別にまとめ直したものが上の図
（5）である。一見して明らかのようにその人口規模によ
り当面の行政課題がかなり異なっている。例えば「一
時保育」需要への対応をみるとその課題は学齢前人口
5，000人以上（ほぼ人口規模8万人以上め市部に該当）
の市域に限られていること，逆に統廃合問題はそれら
の地域ではあまり問題になっていないこと，同じく0
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歳児保育への対応では大きな市町村中心で、学齢前人
ロ規模299人以下の村では，祖父母同居率も高いことな
どもあり，まだあまり大きな課題とはなっていないこ
と等々が分かる。これらが即ち地域によって現れる保
育ニーズの相違＝保育＝一ズの地域性の一面であるこ
とはここでことわるまでもなかろう。
　図（5）との関連で，地域の保育所の現状とその問題点
を掘り下げるため，対比的な特徴を有すると考えられ
る町村事例を3例検討し，動向上の問題点を整理して
おきたい。
例1　｛保育所5園を1園に統廃合したA町と10園の
　私立保育所をそのまま維持しているN町一学齢前児
　童総数に対する保育所児童の在籍の県内で最も低い
　A町と最も高いグループのN町一｝
表（9）A町およびN町の保育状況比較
　　　　　　　　　　　　94年4月1日現在
A　町 N　町
人　　　　　　口 10，630人 11，804人
学齢前児童数（a） 526人 574人
要保育児童数 391人 392人
保　育　所　数 1園（公立） 10園（私立のみ）
定　　　　　員 30人 450人
在籍児童数（b） 21人 392人
（うち未満児数） 21人 101人
定員充足率 70．0％ 87．1％
在　　籍　　率 3．4％ 68．3％
（b／a×100）
（出所）　94年r新潟県社会福祉等名簿∬住民基本台帳雲
および民生部調べ。
備考　A町はこの他に幼稚園2園（260人定員，在籍239
　　　人）
　　　へき保育所2園（在籍児童数32人）を有している
　富山県境に近い西頸城郡A町とそのまたすぐ近くの
N町はともに人ロ11，000人程度，学齢前児童数も類似
し要保育児童数も390人程度の小さな日本海沿いの高
齢化率の著しい町である。世帯構成その他もかなり類
似している2つの町であるがその保育行政は大きく異
なっている。A町では87年段階で5穰あった保育所は，
89年には4園に，94年には1園にしてしまった。その
過程で認可保育所をへき地保育所に移行し，それも1
園はまもなく廃園するという方法をとっている。定員
も87年当時400人であったものが現在ではわずか30人。
しかも現在の保育所の入所児童の年齢は1～2歳に限
定され，3歳以上は新設した幼稚園に移管するシステ
ムをとりいれている。そのため在籍児童は1歳児が6
人，2歳児が15人のわずか21人（94年4月1日時点）で
ある。この町ではその結果，2歳までは「保育に欠け
る」幼児も，3歳からは幼稚園で保育されていること
になり，要保育児童数に対して保育所で措置されてい
る児童の割合はわずか5．3％にすぎなくなった。また学
齢前児童数に対する在籍児童の割合（在籍率）はわず
か3．4％で県内の認可保育所を有する市町村の中では
最小である。㈹わずか7年間に5園中4園を廃止し，
保育所を1園にしてしまうほどの激しい統廃合を行
い，しかも幼稚園を新設し移行させた町は新潟県には
他には見当たらない。（類似例では隣接するH郡の0村
が4園中3園を廃止しているが，幼稚園を設置したわ
けではない）。
　一方，A町から車で20分ほどの同じ郡内にあるN町
では認可保育所が10園がすぺて私立園ばかりという，
公立園が多い新潟県ではかなり例外的な町である。そ
のため同町では，この間，定員の縮小は8園でおこな
い87年に600人であったものが94年には450人になって
いるが，廃園は1園も行われていない。今でも各園の
経営努力もあり，未満児101人を含む392人が入所して
いる。（定員充足率87．1％，未満児入所率25．8％）ちな
みにA町と同様に，学齢前児童総数に対する保育所在
籍児童数の割合を求めると68．3％となる。この率は小
さな町に私立保育所が10園もあることからそれぞれの
競争原理が最大に作用して得られた数値であり，新潟
県の中ではA町とは反対に最大級のものである。（全国、
的な在籍率の平均は先の表（4）にみたように21％程度，
県内全体の平均は35％，60％以上の在籍率の町村数は
約1割の12である）
　N町には幼稚園は存在せず，地域の保育所がその代
行的役割を昔から果たしている。そのため要保育児童
数392人に対し，この町の入所措置率は392人＝100％と
なっている。ほとんど庵じような乳幼児数や立地条件
の町でありながら，21人対392人の措置児童数。「保育
に欠ける」児童に対処するにこの二つの町の行政対癒
の大きな違いは，地域鑑おける「保育に欠ける」概
念，‘14｝幼稚園への移行の是非等々の典味深い検討課題
を提起しているように愚われる。｛15｝
一新潟擬では福轟祭に近い漿蒲原郡蕉町が9年前認
可保育飯を廃止しiへき地優蒋所と幼稚懸に児童を年
齢で振ウ分ける措置を取うたが，過疎化？4抗し切れず，
幼稚幽は§2年度噂廃欝され舞窃では同町ほへき地保育
一69一
近年における保育政策の転換と保育所の改廃動向についての一考察
所が2園在るのみである。㈹保育所はいったん整理の
方向に走りはじめると止まらないのである。A町がそ
の撤を踏まなければよいがと懸念している。一
例2　｛末満児入所率の県内で最も高いN村とほとん
　どないU村｝
表（10）　N村およびり村の保育状況比較
　　　　　　　　　　　　94年4月1日現在
N　村 u 村
人　　　　　　口 4，892人 4，542人
学齢前児童数 282人 295人
要保育児童数 213人 195人
保　育　所　数 4（公2私立2） 4（公4）
定　　　　　員 255人 220人
在籍児童数 180人 156人
（うち未満児数） 60（33．3％） 4（2．6％）
定員充足率 70．5％ 70．9％
在　　籍　　率 63．8％ 52．9％
（出所）　表（9）に同じ
　表㈲のN村は佐渡郡，U村は東頚城郡と地理的に離
れているが，どちらも過疎指定地であること，幼稚園
やへき地保育所は所有せず，ほぼ同じような学齢前児
童数，保育所数，定員充足率等々であることから比較
対象の事例としてとりあげた。どちらも要保育児童数
よりも保育所定員の方が多いということから「定員割
れ」は共通であるが，その中身にはかなりの開きが認
められる。
　N村は新潟県全体の中では未満児の入所率が比較的
高い佐渡郡（平均17．4％）の中でも際立って高く，
33．3％の入所率は新潟県の認可保育所を有する109市
町村のなかでもトップを誇っている。（17⊃（ちなみに新
潟市は23．6％，長岡市は17，5％であり，95年からの「エ
ンゼルブラン」の緊急5ケ年整備計画の目標が未満児
保育率33％であることからも同村の高さがわかる）。一
方のU村は2．6％とかなり低いがこの郡部地域では平
均的な入所率である。表面上の定員充足率は70％強で
両村とも変わらないが，その中身にはかなりの違いが
見られるようである。
　N村での学齢前児童に対する在籍率を求めると282
人に対して180人であるので63．8％となる。同様にして
U村では295に対し156人であるので52．9％となる。U
村のこの在籍率自体も県内では高い方であるが，仮に
N村と同様な未満児の入所率であるならならば187人
の入所児童がいることになる。保育所運営上はわずか
の違いではない。N村では過疎地域にはめづらしく4
園中2園が私立園であり，0歳児からの受入れを積極
的に行っているのに対し，U村では4園すべてが公立
であること，保育所への受入れは2歳児からになって
いることがこうした在籍率の差を生む・・…因になってい
るものと思われる。
　U村をはじめとして新潟県（全国の過疎地）には，
0歳児は「家庭での育児が望ましい」といった首長の
意向もあり，今日でも全く受入れをしていない町村が
少なくない。｛18⊃保育行政担当者には行政責任を回避す
る首長の意向ではなく，保護者のニーズのたかまりを
敏感にとらえ施策に反映していく積極的姿勢が必要な
ことと考えたい。
例3　｛在籍率が最高の1町と定員充足率が最高の
NG村｝
表（11）　1町およびNG村の保育状況比較
　　　　　　　　　　　　　94年4月1日現在
1　町 NG村
人 口 6，397人 5，593人
学齢前児童数 263人 298人
要保育児童数 200人 118人
保　育　所
?
2（私立2） 2（公2）? ?
200人 120人
在籍児童数 183人 118人
（うち未満児数） 27（14．8％） 6（5．1％）
定員充足率 91．5％ 98．3％
在　　籍
?
69．6％ 39．6％
（出所）　表（9）に同じ
　1町は長岡市への通勤圏にある海岸町，NG村は妙
高高原近くの山村であるが上越市への通勤圏にある。
町と村，人ロ規模もやや異なり比較するには無理な面
もあるが，幼稚園を有していないこと，学齢前児童数
が比較的似ていること，そしてなによりも同じ位の乳
幼児数でありながら，1町では在籍率で，NG村は定
員充足率で県内の最高を誇っている特徴があるのでと
りあげたものである。どちらも定員充足率は90％以上
と高いがその中身の比較が興味深い。
　1町には私立園が2園，NG村には公立園が2園あ
しかし，表から分かるように，学齢前児童数が1
町の方がNG村よりも35人も少ないのにもかかわら
ず，逆にその在籍率（在籍率の69．6％は離島の粟島＝
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86．4％を除いて県内最高である。）は倍近く高く，在籍
児童数，未満児保育率等々もNG村よりもかなり高く
なっている。一方のNG村は在籍率が39．6％とかなり
低いにもかかわらず，．定員充足率が98．3％と驚異的に
高いことに驚かされる。（この定員充足率は94年4月当
初では県内最高）
　1町とNG村の対比からは幾つかのことを考えさせ
られる。その一つはこれまでも述ぺてきたことと共通
することであるが，地域における「要保育」児童概念
とその把握にもとつく「保育所定員」の意味である。
NG村の例に限らず，新潟県には他にも在籍率は低い
にもかかわらず定員充足率は高い市町村がかなりあ
る。‘19）見かけ上の定員充足率を上げるには，在籍率を
あげる努力よりも保育所定員を切り下げる方がはるか
に楽なことである。地域の保育所を見るときには「定
員充足率」にまどわされてはならないのである。
　第二には，すでに例1および例2のN町やN村の場
合で，私立保育所の経営努力についてはふれているが，
例3もそれを裏付けるものとなっていることを指摘し
ておきたい。前二例と同様に，文字通り生活のかかっ
た私立保育所関係者の多大な努力と，政策配慮上それ
に応えざるを得ない行政当局の姿勢の相違がその数値
の背後にあることを推察させるものである。一一逆に
述べるならば，行政姿勢によっては公立園のみの地域
でも例1～3の私立園のある地域の在籍率や未満児保
育率までは高めることが可能であることが示唆され
る。一
　以上，比較的類似した条件下にあるが対照的な6つ
の町村をとりあげてみた。（幼稚園を有さない）地域の
今後の保育所の整備目標や動向にかかわって，ここで
の一応の結論として以下①一・一④のことを述ぺておきた
い。④は関係者では周知のことであるがあらためて指
摘しておきたい。
　①地域では要保育児童への保育率や定員充足率より
　　も学齢前児童総数に対する保育所での在籍率をみ
　　ることの方が実際的であり重要である。学齢前児
　　童数に対しては，在籍率70％程度が地域実態にふ
　　まえた（最大の）措置児数の目標となり，当面の
　　最低目標は50％程度であろう。
②したがって，各市町村の総定員の設定には，地域
　　別，各保育所の定員別，年齢別の割合は別として，
　　学齢前児童総数を基準にその8割程度を設定し，
　①の充足努力をすれば充足率は90％程度になり，
　　妥当な数値となる。
③未満児の保育率（在籍児童数に対する未満児の保
　育割合）の目標を30％程度におくことは，たとえ
　祖父母同居の多い農山村過疎地域でも十分に現実
　的である。
④保育所の入所児童数は私立園の多い町村の方が，
　公立園ばかりの地域よりは経営努力と行政の政策
　的配慮で一般的には多くなる傾向がある。しかし
　それは行政の姿勢に大きく左右されるものであ
　り，公立園だけの町村でも高い数値をあげること
　は可能である。
5．おわりに
　「エソゼルブラソ」の実施を目前に，保育（所）界
はいま戦後最大の根本的な再編成期にさしかかってい
る。その改革の基本方向は当然ながら社会福祉「改革」
全体の流れを反映したものであり，（2°）保育所との関連
では，①サービスの多様化をすすめるためのいわゆる
「企業化」，②市町村を主体にした「地域化」，③利用
対象の「一般化」＝狭義の「保育に欠ける」児童だけで
なく広く，地域の子育て支援対策の3点の方向が特に
当面重要なものと思われる。
　しかし，保育所の利用理由は，前節でも簡単にふれ
たように実に多様なものが相互に関連しているもので
あり，その展開には歴史的経過を含めた地域性が極め
て大きく関与する。（21）新潟県を例にとるならば，3分
の二以上の64町村が幼稚園を有せず，しかも郡部を中
心に公立園のみの地域が極めて多いこと，過疎指定地
域が全県の半数近くにおよび，財政力指数もかなり低
い市町村が多いといった特徴がある。こうした特徴を
有する地域では，上記の3点のうち①の「企業化」の
方向は，もともとサービス競争によって新たな需要を
喚起する＝保育所利用者の拡大をもたらす余地のある
大都市を中心とした，しかも私立園が存在する地域で
の発想だけに，そうした展開によって今後の保育所の
再編成がなされていくと予測するには無理があるよう
に思われる。問題は②，③の改革方向が地域の保育行
政に今後さらにどのように影響を及ぼすかである。
　本小稿での検討事項との関連でその結論だけを述ぺ
るならば，②に関しては，今後の地域での利用者や関
係者による住民主体の観点にたった自覚的な運動の有
無により，市町村による保育サービス格差が一段と広
がるであろうこと，③に関しては，従来にもましてこ
れらの地域では保育所が低年齢乳幼児からの「健全育
成」を主眼とした“全村保育”的色彩を強めていくも
のと筆者は推測している。
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　本稿中で述ぺたように，わが国の保育政策は90年頃
を境に大きな転換期をむかえた。それに伴い全国レベ
ルにおいても，地域レベルにおいても保育所の運営や
利用形態，利用層に質的・量的変化がかなり生じてい
る。その結果，そうした変化を自覚し得ない市町村に
おいては保育所とその利用者との間に齪鱈が生じ，そ
のことが一因となって保育所それ自体の存立にまで影
を落としている。’
　子育てネットワークの中心としての保育所が，文字
通り地域に開かれた子育てセソターとしての役割を果
たしていくには，財政的支援はもとより多様な準備が
必要とされる。しかし，その前提は本稿の執筆意図で
もあるように，現時点でも不断に在籍率を高め，時代
のニーズに応えようとする姿勢が行政や関係者に強く
あるか否かであろう。現状でのその市町村格差はあま
りにも大きく，在籍率の拡大のために具体的努力が強
く期待される所以である。
　「エソゼルブラソ」の実施にともない，各市町村で
もその実施計画つくりが「ゴールドブラソ」同様にこ
の数年内に行われるはずである。各市町村の責任は重
大である。筆者もまた地域住民の一人として，また児
童福祉関係者の一員としてその計画策定にかかわって
いかなければならないと考えている。
　　（註）
（1）最終報告書は「利用しやすい保育所」つくりをテー
　マに，賛否両論併記のかたちではあったが，措置児
　対象を一定収入以下の家庭の子どもに限定しようと
　する内容が含まれていたため，措置制度の維持，充
　実を願う保育所団体から強い批判をあびることに
　なった。95年度に関してはその実施は見送られたが，
　96年以降は不確定である。なお関連する資料は多い
　が，厚生省への批判的立場からのものでは全国保育
　団体連絡会編『保育白書』94年版（94年8月）がま
　とまっている。
（2）94年9月8日付の「与党福祉プロジェクト資料」
　で，エンゼルブラソ主要整備目標としてその数値が
　あげられている。その後の94年12月の厚生省の緊急
　保育5ケ年対策事業等もその数値を基本ベースとし
　ていると考えられる。
（3）三審議会合同企画分科会は昭和61年に発足し，3
　年間をかけて福祉サービスの在り方を全面的に検討
　していた。そこでの保育関係者の関心はいわゆる「民
　活路線」にもとつく保育所の「利用施設」化の方向
　が打ち出されるのではないかと言うことであった。
　しかし，意見具申は社会福祉見直しの具体的方策と
　して5点をあげているが，基本は福祉（保育）にお
　ける措置制度の堅持をわが国の将来方向として提言
　している。以後，いわゆる公共経済学老らによる「改
　革論議」もその内容が変わってくる。なおその意味
　については，全国私立保育園連盟編r保育通信」89
　年5月号参照。’
（4）全国保育協議会編『全国保育協議会だより』昭和
　61年7月号などによれば，昭和59年（84年）中に定
　員縮小した園が1112ケ所にのぼったことが知れてい
　る。「定員割れ」問題への言及は関係団体の大会や雑
　誌の中でしばしば当時とりあげられている。地域の
　深刻な定員割れ問題実態については拙稿「新潟県に
　おける過疎地域の保育問題の一考察」r暁星論叢』第
　26号，90年6月に詳しい。
㈲　全国私立保育園連盟編r農山村保育所の現状　今
　後のあり方及び振興策』91年6月，同連盟編「前　掲
　書，　II』93年6月参照のこと。
（6）　3回の調査はほぼ同一内容の「保育所の入所措置
　に関する市町村調査」である。その内容は82年調査
　が拙稿「保育所入所措置調査からみた保育の権利の
　一考察」『保育情報」昭和58年11月号。87年調査につ
　いては同「団体委任事務化と保育所入所措置実態の
　一考察」r社会福祉学』29巻2号（88年9月）。94年
　調査は「保育所入所措置実態と地域保育行政の課題」
　『新潟経営大学研究紀要』第1号，95年3月刊行予
　定にまとめている。県内109市町村へのアソケートで
　各102，97，99市町村の回答を得たものである。なお第
　1回調査は今泉優子氏（元・新潟大学教育学部生）
　らが実査を担当したものである。
（7）　（財）日本児童福祉協会他編r全国保育所名簿」
　は昭和86年4月，同87年4月，同92年4月1日時点
　のデータにもとつく3冊しか刊行されていない（刊
　行年はそれぞれ87，88，93年）。稚拙な方法であるが，
　保育所の改廃動向の内訳はその名簿の対照以外の方
　法が無い。
（8）在籍率が低いのに定員充足率が高い場合には定員
　設定自体が「過少」であること，定員充足率が低い
　場合には「経営努力」の不足や保育所条件の悪い所
　であることを一般的に暗示している。在籍率は幼稚
　園の有無を別にすれば市町村保育行政のさまざまな
　問題をみる指標となるものである。
（9）全国夜間保育園連盟編『第6回　夜間保育園研究
　大会資料』，93年2月などでも利用者の「一般化」の
　傾向が指摘されている。
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㈹　拙稿「過疎地域における保育所の現況とその制度
　の在り方に関する一考察」「社会福祉学』第31巻2
　号（90年10月）がその代表的なものである。
㈹　「利用しにくい」実態は，入所申請する段階にま
　でこぎつけられた利用者ではあまり問題にならない
　が，時間が短い，0歳児で近くの保育所で受入れし
　てもらえない，保育料が高いなどの理由ではじめか
　ら入所をあきらめている潜在的な利用者の存在がも
　ちろん問題である。
ω　へき地保育所の動向については「地域における保
　育所の統廃合問題の一考察（1）］r日本保育学会第43
　回　日本保育学会大会研究論文集』402～403頁参照
　のこと。廃園手続きが簡単なへき地保育所が地域の
　保育所の定員調節上の安全弁になっているのであ
　る。
（13）在籍率は本稿中の粟島の86．3％を最高に，60％台
　に11町村，50％台に30市町村，40％台に33市町村，
　30％台が21市町村，20％台が9町村，そしてそれ以
　下が4町村である。A町は3．4％で最低である。
（14）地域，とりわけ過疎地域などでの「保育に欠ける」
　概念は難しい。要保育児童の算出方法も筆者の94年
　度の新潟県の入所措置実態調査では「住民台帳から
　適当に拾う」が38．1％，「申込数」24．2％，「推計数
　値」21．2％，「一定年齢以上全員」7．1％など多様で
　ある。本稿中でとりあげた町村では1町が民生委員
　の調べ，1村が推計により，他の4町村は住民台帳
　から（適当）に拾う方法である。なお詳しくは，拙
　稿「保育所入所措置実態と地域保育行政の課題」『新
　潟経営大学研究紀要』第1号，95年3月刊行予定を
　参照のこと。
㈲　保育所に在籍する一定年齢以上の幼児の全部また
　は一部を幼稚園に移行させている町村は新潟県には
　A町以外にも11町村程ある。公立の幼稚園の経営維
　持および就学前教育の平等，財政上のメリット等々
　の理由がその背景にあるようであるが，0歳からの
　発達を見通せる保育所からあえて新設して幼稚園に
　移行させる「教育」的意味は筆者には分からないと
　ころである。
㈹　同町のその経過については，拙稿「現代保育制度
　の点検　12　へき地保育所」r保育の友』昭和62年6
　月号参照のこと。
働　新潟県全体の未満児保育率は8．5％であるが，全く
　受け入れしていない町村の5を含め39市町村が10％
　未満である。その入所率33．3％は新潟県では抜群に
　高い数値である。
⑯　筆者の94年入所措置調査では39市町村がそう答え
　ている。0歳児が実際に一人も入所していない町村
　は保育所を有する89町村申の78％の69町村にも上っ
　ている。
㈹　在籍率31．6の％NK村が定員充足率82．4％，同じ
　く31．2％のM町が充足率86．4％，同じく39．2％のH
　村が88．0％など，かなり「不自然」に充足率が高い
　町村が8町村ほどある。
⑳　福祉改革の全体潮流は一般に，普遍化，自助化，
　多元化，地域化，自由化，分権化，計画化，総合化，
　専門職化等々といわれている。古川孝順r児童福祉
　改革』誠信書房，91年11月。
⑳　保育ニーズとその地域性については　石毛鎮子
　「保育需要の多様化と地域性」r都市問題194年6月
　号が示唆に富んでいる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（94。12．25）
一64一
